
□北信地域センター　事業第三課（建物・農機具）
　〒389-1105  長野市豊野町豊野631　長野市豊野支所庁舎内
　TEL 026-219-2893  FAX 026-215-3031
　フリーダイヤル 0120-031-464

ご不明な点・お申込みは最寄りの地域センターまでお問い合わせください

一般造
21,900
20,400
23,500
24,000
24,400

耐火造B
19,900
18,700
21,300
21,700
22,000

耐火造B
21,700
20,200
23,300
23,800
24,100

耐火造A
18,400
17,400
19,600
19,900
20,200

耐火造A
18,500
17,500
19,700
20,000
20,300

一般造
40,700
36,600
44,500
45,900
46,800

耐火造B
27,900
25,600
30,300
31,000
31,500

耐火造A
20,100
18,800
21,500
21,900
22,200

一般造
25,700
23,700
27,800
28,500
28,900

普通物件 特殊一般物件 特殊割増物件

加入限度額と掛金の目安

H30.4

建物共済にご加入いただける方は、長野県の区域内に住所を有する「農業に従事する」方々です。

火災共済　総合共済

建物共済※「新価特約」「自動継続特約」を付帯しても掛金は同じです。
※「小損害実損塡補特約」を付帯する場合の付加掛金額は、１契約ごとに、次の定額となります。◇火災共済：810円　◆総合共済：1,760円

物件別

共
済
の
種
類

普通物件 特殊一般物件 特殊割増物件

6,000 万円
4,000 万円

10,000 万円

6,000 万円
4,000 万円

10,000 万円

4,000 万円
4,000 万円
8,000 万円

2,300 万円
2,300 万円
4,600 万円

6,000 万円
4,000 万円

10,000 万円

建物、収容の家財
類、農機具

1 棟 当 たり
加入限度額

住宅、アパート、マンション、住宅に付属する
農作業場、納屋、倉庫、畜舎などの建物
集会場、公民館（100坪以内）

店舗、併用住宅、民宿、旅館、神
社、寺院、事務所、キノコ培養所、
集会場、公民館（100坪超える）

食　 堂
飲 食 店
料 理 店

製 材 場
加 工 場

葉 煙 草 乾 燥
籾・雑 穀 乾 燥

（ 火 力 乾 燥 ）
火 災
総 合
セット

加入額1,000万円当たりの掛金です。（年額：円）

10%
20%
30%

基本＋
臨時費用
担保特約

総 

合

Aタイプ：一時保管（120日以内）

Bタイプ：通年保管
１建物、1品目、1口１００万円
加入限度口数　５口

１，０００円
３，０００円

保障限度額 対象品目
米、麦
大豆

１口当たり掛金

◇収容農産物補償特約の掛金 （総合共済加入で付帯できます。）

建物の構造
基　本　契　約
費用不担保特約火 

災

一般造
6,900
5,800
7,400
7,900
8,100

耐火造B
4,300
3,600
4,600
4,900
5,100

耐火造B
6,600
5,600
7,100
7,500
7,600

耐火造A
2,400
2,000
2,600
2,700
2,800

耐火造A
2,600
2,200
2,800
2,900
3,000

一般造
30,800
25,900
33,100
35,100
35,900

耐火造B
14,600
12,300
15,700
16,600
16,900

耐火造A
4,600
3,900
4,900
5,200
5,300

10%
20%
30%

基本＋
臨時費用
担保特約

一般造
11,800

9,900
12,700
13,400
13,900

○現在のご加入は「包括加入」？
「包括加入」とは、建物と家具類等を、一括で、ご加入している加入方式です。建物の再取得価額と、家族構成によりそれぞれの共済金額が按
分されます。
建物と家具類等の加入額を明確にすることで、家具類等についても十分な補償を！！ 家具類等のみの加入はできません。建物と家具類等の加入
額を分けてお申込みをお願いします！！
なお、総合共済は、必ず建物と家具類の加入額を分けてお申込みをお願いします。

〈ご留意いただきたい事項〉
 １ 引受できない（加入できない）物件

□キャバレー（ナイトクラブ含む）  □ライブハウス等  □公衆浴場（相対で接客）  □劇場（演芸場含む）  □映画館
□ダンスホール・ディスコ  □博覧会・見本市  □ゲームセンター等  □ビニールハウス・ビニール製温室  □発電室（出力100kW以上）
□工場・作業場→作業規模「動力設備：50kW以上」「電力設備：100kW以上」「作業人員：常時50人以上」
□空き家（居住するための家財がなく、すぐの再使用が不可。管理が十分されていない建物）

 ２ 引受（加入）の制限を受ける物件
□すでに一部に被害を生じ、いまだ復旧されていない建物  □共済事故の発生することが、相当の確実をもって見通されると判断される場合

 ３ 事故通知が遅れ、事故・損害の確定ができない場合は、共済金のお支払いができませんので、遅滞なく「被害申告」をお願いします。

長野

長野

普通物件 特殊一般物件 特殊割増物件

建物の構造
基　本　契　約
費用不担保特約



【補償の範囲】

【各種費用共済金】

【特約各種】

火災共済 総合共済火災共済
6,000万円まで

加入できます。

損害共済金は共済金額の5０％を限度

❶

❷ 小損害実損塡補特約

❹ 臨時費用担保特約

❷

❸

❹

❺

残存物取片付け費用共済金 

特別費用共済金

損害防止費用共済金

地震火災費用共済金

失火見舞費用共済金

（基本契約に含まれます）

（ご希望に応じて選択できます）

■火災 ■落雷 ■破裂・爆発

■給排水設備の
　事故に伴う水濡れ

■建物外部からの
　物体の落下飛来、衝突 ■盗難による汚損・毀損

■騒乱

■風水害、雪害、その他の自然災害

■地震・噴火

総合共済
4,000万円まで

ご加入できます。

残存物の取片づけに必要な費用をお支払いします。（地震等を除く）
（実費額。ただし、損害共済金の１０％を限度）

全焼・全損（損害割合が80%以上）になった場合にお支払いします。
（共済金額の10%。ただし、1棟につき200万円を限度）

消火活動など、損害の防止・軽減のために支出した費用があった場合にお支払いします。

火災共済にご加入し、地震による火災により、建物が半焼以上、家具類が全焼となった
場合にお支払いします。（共済金額の５％）

加入する建物が火元になり、第三者の建物などに損害を与えた場合にお支払いします。
（１世帯あたり２０万円。ただし、１事故につき共済金額の２０％を限度）

❸ 自動継続特約  ・ 継続手続きを「簡略化」できる特約です。継続（更新）回数は 2 回から 9 回です。本特約による
更新時には、掛金の払込みに「14 日間」の猶予があります。

❶ 新価特約 ・共済事故が発生した場合、建物や家具類の再建築価額・再取得価額等（新価額）を基に、損害額
や損害共済金を算出します。（居住物件、または減価割合が 50％以下の物件に付帯できます。）

・30万円以下の小損害事故を対象に、実損害額を補償します。
・共済目的及び共済責任期間が同一で、共済金額の合計が1000万円以上であれば特約を付帯でき

ます。（総合＋火災のセット加入は、いずれかに付帯）
・追加掛金は共済金額に関係なく、火災共済が810円、総合共済が1,760円となります。

・臨時の費用として損害共済金に、加入時に選択した10％、20％、30％を乗じた額（1建物、
250万円限度）が支払われます。（地震等事故除く）

・共済事故により加入者等が被害の日から200日以内に死亡、または後遺障害を被ったときは1名
ごと、ご契約金額（共済金額）の30%。（1事故、1名につき200万円限度）の死亡・後遺障害費
用共済金が給付されます。

❺ 収容農産物補償特約
（総合共済のみ）

・建物に係る補償とは別に、倉庫、納屋等に保管されている「米」「麦」「大豆」のうち、選択した
品目ごとに 1 口あたり 100 万円で、5 口までご加入いただけます。

・「一時保管タイプ（保管期間が 120 日以下）」と「通年保管タイプ」があります。
・対象となる損害は、総合共済で補償される共済事故で損害が発生した場合です。

火災共済＋総合共済火災共済＋総合共済
合わせて1億円までご加入できます。

火災共済
火災等から大切な財産を守る

損害の額 ×
ご契約金額（共済金額）

共済価額 ×８０％
（建物・家具等の評価額）

＝損害共済金
（支払額）

総合共済
自然災害も補償します

（火災等事故の場合は火災共済と同様の算定をします。）

※自然災害で、損害額が評価額の80%未満の損害額は、
　[損害額－（評価額の5%又は１万円のいずれか少ない額）]
　（損害共済金はご契約金額、損害額が限度です）

損害の額＝損害共済金
（支払額） ×

ご契約金額（共済金額）
共済価額

（建物・家具等の評価額）

※注意：地震・噴火は、建物に５％以上の損害が発生した
場合に支払いになります。また、家具類は７０％以上の損
害が発生した場合に支払いになります。

　平成30年4月1日から地震担保割合が30%から50%に
拡充されました。

※太陽光発電設備を補償の対象にしない場合には、加入申
込書への記載が必要になります。

※紛失、盗難品は対象外です。※原因が自然災害の
　場合は対象外です。

※給排水設備のみの損害は
　対象外です。

3. 全体の目安額 建物の目安額

＋

家財の目安額

＝

万円

全体の目安額

万円万円

災害時にお支払いする共済金は、加入割合に応じた支払いになります。
再取得価額いっぱいのご加入をおすすめします

加入額の目安について（建物等再取得額 ー 他保険加入額）

1. 建物の加入の目安 ★建物の用途別の目安額

用　途
和風住宅（木造）
一般住宅（木造）
集会場・事務所

建物は、材料・造りによって価格差がありますので実勢価格に応じてご加入の目安にしてください。

１坪単価
60～70万円
55～65万円
45～55万円

用　途
納屋・農作業場
畜舎・簡易建物

土　蔵

１坪単価
10～20万円
10～20万円
70～80万円

用　途
耐火住宅（鉄骨）

耐火住宅（ｺﾝｸﾘｰﾄ）
納屋・農作業場（鉄骨）

１坪単価
65～75万円
80～90万円
15～25万円

用途
×

延面積
＝坪

建物の目安額
万円万円/坪

2. 家財の目安額

注意 ： 家具類（生活に必要な家具、衣類など）には、営業用の什器、部品、商品、製品、工作機械等はご加入できません。
※大人とは18歳以上の世帯員をいいます。ただし、学生を除きます。

家財の目安額
万円

860

920

1,120

1,340

930

990

1,190

1,410

1,030

1,230

1,340

1,590

2人 3人 4人世帯全体の人数

上記のうち大人の人数

20坪未満

20坪以上～40坪未満

40坪以上～70坪未満

70坪以上

単身

― 1人

960

1,080

1,260

1,470

1人

1,060

1,250

1,410

1,660

2人

1,310

1,490

1,730

1,940

3人

1,070

1,130

1,330

1,540

1人

1,100

1,270

1,480

1,730

2人

1,460

1,600

1,840

2,040

3人

1,590

1,830

2,020

2,220

4人

5人

1,170

1,360

1,550

1,790

～2人

1,500

1,740

1,940

2,150

3人

1,700

1,940

2,160

2,330

4人

1,870

2,080

2,370

2,560

5人2人

単位：万円

※



【補償の範囲】

【各種費用共済金】

【特約各種】

火災共済 総合共済火災共済
6,000万円まで

加入できます。

損害共済金は共済金額の5０％を限度

❶

❷ 小損害実損塡補特約

❹ 臨時費用担保特約

❷

❸

❹

❺

残存物取片付け費用共済金 

特別費用共済金

損害防止費用共済金

地震火災費用共済金

失火見舞費用共済金

（基本契約に含まれます）

（ご希望に応じて選択できます）

■火災 ■落雷 ■破裂・爆発

■給排水設備の
　事故に伴う水濡れ

■建物外部からの
　物体の落下飛来、衝突 ■盗難による汚損・毀損

■騒乱

■風水害、雪害、その他の自然災害

■地震・噴火

総合共済
4,000万円まで

ご加入できます。

残存物の取片づけに必要な費用をお支払いします。（地震等を除く）
（実費額。ただし、損害共済金の１０％を限度）

全焼・全損（損害割合が80%以上）になった場合にお支払いします。
（共済金額の10%。ただし、1棟につき200万円を限度）

消火活動など、損害の防止・軽減のために支出した費用があった場合にお支払いします。

火災共済にご加入し、地震による火災により、建物が半焼以上、家具類が全焼となった
場合にお支払いします。（共済金額の５％）

加入する建物が火元になり、第三者の建物などに損害を与えた場合にお支払いします。
（１世帯あたり２０万円。ただし、１事故につき共済金額の２０％を限度）

❸ 自動継続特約  ・ 継続手続きを「簡略化」できる特約です。継続（更新）回数は 2 回から 9 回です。本特約による
更新時には、掛金の払込みに「14 日間」の猶予があります。

❶ 新価特約 ・共済事故が発生した場合、建物や家具類の再建築価額・再取得価額等（新価額）を基に、損害額
や損害共済金を算出します。（居住物件、または減価割合が 50％以下の物件に付帯できます。）

・30万円以下の小損害事故を対象に、実損害額を補償します。
・共済目的及び共済責任期間が同一で、共済金額の合計が1000万円以上であれば特約を付帯でき

ます。（総合＋火災のセット加入は、いずれかに付帯）
・追加掛金は共済金額に関係なく、火災共済が810円、総合共済が1,760円となります。

・臨時の費用として損害共済金に、加入時に選択した10％、20％、30％を乗じた額（1建物、
250万円限度）が支払われます。（地震等事故除く）

・共済事故により加入者等が被害の日から200日以内に死亡、または後遺障害を被ったときは1名
ごと、ご契約金額（共済金額）の30%。（1事故、1名につき200万円限度）の死亡・後遺障害費
用共済金が給付されます。

❺ 収容農産物補償特約
（総合共済のみ）

・建物に係る補償とは別に、倉庫、納屋等に保管されている「米」「麦」「大豆」のうち、選択した
品目ごとに 1 口あたり 100 万円で、5 口までご加入いただけます。

・「一時保管タイプ（保管期間が 120 日以下）」と「通年保管タイプ」があります。
・対象となる損害は、総合共済で補償される共済事故で損害が発生した場合です。

火災共済＋総合共済火災共済＋総合共済
合わせて1億円までご加入できます。

火災共済
火災等から大切な財産を守る

損害の額 ×
ご契約金額（共済金額）

共済価額 ×８０％
（建物・家具等の評価額）

＝損害共済金
（支払額）

総合共済
自然災害も補償します

（火災等事故の場合は火災共済と同様の算定をします。）

※自然災害で、損害額が評価額の80%未満の損害額は、
　[損害額－（評価額の5%又は１万円のいずれか少ない額）]
　（損害共済金はご契約金額、損害額が限度です）

損害の額＝損害共済金
（支払額） ×

ご契約金額（共済金額）
共済価額

（建物・家具等の評価額）

※注意：地震・噴火は、建物に５％以上の損害が発生した
場合に支払いになります。また、家具類は７０％以上の損
害が発生した場合に支払いになります。

　平成30年4月1日から地震担保割合が30%から50%に
拡充されました。

※太陽光発電設備を補償の対象にしない場合には、加入申
込書への記載が必要になります。

※紛失、盗難品は対象外です。※原因が自然災害の
　場合は対象外です。

※給排水設備のみの損害は
　対象外です。

3. 全体の目安額 建物の目安額

＋

家財の目安額

＝

万円

全体の目安額

万円万円

災害時にお支払いする共済金は、加入割合に応じた支払いになります。
再取得価額いっぱいのご加入をおすすめします

加入額の目安について（建物等再取得額 ー 他保険加入額）

1. 建物の加入の目安 ★建物の用途別の目安額

用　途
和風住宅（木造）
一般住宅（木造）
集会場・事務所

建物は、材料・造りによって価格差がありますので実勢価格に応じてご加入の目安にしてください。

１坪単価
60～70万円
55～65万円
45～55万円

用　途
納屋・農作業場
畜舎・簡易建物

土　蔵

１坪単価
10～20万円
10～20万円
70～80万円

用　途
耐火住宅（鉄骨）

耐火住宅（ｺﾝｸﾘｰﾄ）
納屋・農作業場（鉄骨）

１坪単価
65～75万円
80～90万円
15～25万円

用途
×

延面積
＝坪

建物の目安額
万円万円/坪

2. 家財の目安額

注意 ： 家具類（生活に必要な家具、衣類など）には、営業用の什器、部品、商品、製品、工作機械等はご加入できません。
※大人とは18歳以上の世帯員をいいます。ただし、学生を除きます。

家財の目安額
万円

860

920

1,120

1,340

930

990

1,190

1,410

1,030

1,230

1,340

1,590

2人 3人 4人世帯全体の人数

上記のうち大人の人数

20坪未満

20坪以上～40坪未満

40坪以上～70坪未満

70坪以上

単身

― 1人

960

1,080

1,260

1,470

1人

1,060

1,250

1,410

1,660

2人

1,310

1,490

1,730

1,940

3人

1,070

1,130

1,330

1,540

1人

1,100

1,270

1,480

1,730

2人

1,460

1,600

1,840

2,040

3人

1,590

1,830

2,020

2,220

4人

5人

1,170

1,360

1,550

1,790

～2人

1,500

1,740

1,940

2,150

3人

1,700

1,940

2,160

2,330

4人

1,870

2,080

2,370

2,560

5人2人

単位：万円

※



□北信地域センター　事業第三課（建物・農機具）
　〒389-1105  長野市豊野町豊野631　長野市豊野支所庁舎内
　TEL 026-219-2893  FAX 026-215-3031
　フリーダイヤル 0120-031-464

ご不明な点・お申込みは最寄りの地域センターまでお問い合わせください

一般造
21,900
20,400
23,500
24,000
24,400

耐火造B
19,900
18,700
21,300
21,700
22,000

耐火造B
21,700
20,200
23,300
23,800
24,100

耐火造A
18,400
17,400
19,600
19,900
20,200

耐火造A
18,500
17,500
19,700
20,000
20,300

一般造
40,700
36,600
44,500
45,900
46,800

耐火造B
27,900
25,600
30,300
31,000
31,500

耐火造A
20,100
18,800
21,500
21,900
22,200

一般造
25,700
23,700
27,800
28,500
28,900

普通物件 特殊一般物件 特殊割増物件

加入限度額と掛金の目安

H30.4

建物共済にご加入いただける方は、長野県の区域内に住所を有する「農業に従事する」方々です。

火災共済　総合共済

建物共済※「新価特約」「自動継続特約」を付帯しても掛金は同じです。
※「小損害実損塡補特約」を付帯する場合の付加掛金額は、１契約ごとに、次の定額となります。◇火災共済：810円　◆総合共済：1,760円

物件別

共
済
の
種
類

普通物件 特殊一般物件 特殊割増物件

6,000 万円
4,000 万円

10,000 万円

6,000 万円
4,000 万円

10,000 万円

4,000 万円
4,000 万円
8,000 万円

2,300 万円
2,300 万円
4,600 万円

6,000 万円
4,000 万円

10,000 万円

建物、収容の家財
類、農機具

1 棟 当 たり
加入限度額

住宅、アパート、マンション、住宅に付属する
農作業場、納屋、倉庫、畜舎などの建物
集会場、公民館（100坪以内）

店舗、併用住宅、民宿、旅館、神
社、寺院、事務所、キノコ培養所、
集会場、公民館（100坪超える）

食　 堂
飲 食 店
料 理 店

製 材 場
加 工 場

葉 煙 草 乾 燥
籾・雑 穀 乾 燥

（ 火 力 乾 燥 ）
火 災
総 合
セット

加入額1,000万円当たりの掛金です。（年額：円）

10%
20%
30%

基本＋
臨時費用
担保特約

総 

合

Aタイプ：一時保管（120日以内）

Bタイプ：通年保管
１建物、1品目、1口１００万円
加入限度口数　５口

１，０００円
３，０００円

保障限度額 対象品目
米、麦
大豆

１口当たり掛金

◇収容農産物補償特約の掛金 （総合共済加入で付帯できます。）

建物の構造
基　本　契　約
費用不担保特約火 

災

一般造
6,900
5,800
7,400
7,900
8,100

耐火造B
4,300
3,600
4,600
4,900
5,100

耐火造B
6,600
5,600
7,100
7,500
7,600

耐火造A
2,400
2,000
2,600
2,700
2,800

耐火造A
2,600
2,200
2,800
2,900
3,000

一般造
30,800
25,900
33,100
35,100
35,900

耐火造B
14,600
12,300
15,700
16,600
16,900

耐火造A
4,600
3,900
4,900
5,200
5,300

10%
20%
30%

基本＋
臨時費用
担保特約

一般造
11,800

9,900
12,700
13,400
13,900

○現在のご加入は「包括加入」？
「包括加入」とは、建物と家具類等を、一括で、ご加入している加入方式です。建物の再取得価額と、家族構成によりそれぞれの共済金額が按
分されます。
建物と家具類等の加入額を明確にすることで、家具類等についても十分な補償を！！ 家具類等のみの加入はできません。建物と家具類等の加入
額を分けてお申込みをお願いします！！
なお、総合共済は、必ず建物と家具類の加入額を分けてお申込みをお願いします。

〈ご留意いただきたい事項〉
 １ 引受できない（加入できない）物件

□キャバレー（ナイトクラブ含む）  □ライブハウス等  □公衆浴場（相対で接客）  □劇場（演芸場含む）  □映画館
□ダンスホール・ディスコ  □博覧会・見本市  □ゲームセンター等  □ビニールハウス・ビニール製温室  □発電室（出力100kW以上）
□工場・作業場→作業規模「動力設備：50kW以上」「電力設備：100kW以上」「作業人員：常時50人以上」
□空き家（居住するための家財がなく、すぐの再使用が不可。管理が十分されていない建物）

 ２ 引受（加入）の制限を受ける物件
□すでに一部に被害を生じ、いまだ復旧されていない建物  □共済事故の発生することが、相当の確実をもって見通されると判断される場合

 ３ 事故通知が遅れ、事故・損害の確定ができない場合は、共済金のお支払いができませんので、遅滞なく「被害申告」をお願いします。

長野

長野

普通物件 特殊一般物件 特殊割増物件

建物の構造
基　本　契　約
費用不担保特約

長野


